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集中論の再検討
―Y. ブローゼンの所説を中心に—―-
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1. 集中論再検討への動機
産業組織論における市場構造・市場行動・市場成果パラダイム (S-C-Pパラ
ダイム）において， 集中概念は市場構造の基本的な決定要因として， その全体
系においても規定的な役割を担ってきた。そして，この理論的フレームワーク
にもとづく構造主義的な反トラスト政策の一環として， 1969年に発表されたニ
ール・レポートや， あるいは 1972年にアメリカ議会で提出されたハート法案
（産業再編成法案）は，高位集中産業そのものの排除，つまり高集中企業の分割と
いう方向を提起した。このような政策論としての集中論の展開は，いわゆるス
タグフレーションヘの対応策である所得政策等の賃金・価格の規制策を企業の
意思決定への直接的介入としてとらえ，この方向での規制を避けるためには市
構場造そのものの規制を求めるしかないとの認識が前提になっていた以
しかし，この方向での政策論の展開はかえって，構造主義的視点への疑問を
1)ニール・レポートは，「梢造の不可避的な結果であるようなビヘイビア」としての管
理的価格設定が「価格（ならびに他の意志決定）の規制」か， 「競争的市場構造の改
善」かという二者択ーを迫るに至っており， 「政治的干渉に対する誘惑」を抑制する
意味でも企業分割をも含む市場構造に対する「直接規制措置」が必要であると述べ
る。 P.C. Neal (Chairman), "Task Force Report on Antitrust Policy", Co-
ngressional Report-Senate, May 1969. なお，管理価格論との関連でみた同レポー
トの評価については，拙稿「『管理価格論』にかんする党え害」（関西大学『経済論集」
第22巻第4号， 1972年12月）で触れた。
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顕在化させ，一方での規制緩和をめぐる議論の展開とも連動し，産業組織論の
理論体系に対する批判を呼び起こすことになった。 Y.プローゼンは大会社に
対する敵意がアメリカの資本形成と生産性上昇に有害な効果を生んだことを指
摘し，企業分割を求める法案が，一定の市場シェアに対応する生産額の「天
井」を越えて売れるような魅力的な価格設定をためらわせることに懸念の意を
あらわしている。彼によれば，産業集中に帰せられてきた災難は実のところ，
「不適当な貨幣•財政計画と貨幣政策の予期せざる変化に対する期待調整のず
れとから生じた」という 2)0 
また，このような産業組織論批判の強まりとともに，それに対応した産業組
織論そのものの修正，ないし拡充のプロセスにおいて， S-C-Pパラダイム自
体が見直されることにもなる。この点では，産業組織論のヨーロッパ諸国への
導入過程において提起された諸論点もまた一定の役割を果たしたことも否定し
えないだろう。例えば， A.ジャクイミンは， このS-C-Pパラダイムの問題
性を取り上げ，ョーロッパの研究者の多くが「行動こそS-C-Pのシェーマの
決定的要素である」という見解をとっていると述べ，市場構造を「外生変数」
としてでなく，「戦略的変数」として取り扱う視点を提起している3)。 また，
産業組織論の1970年代の主要論客である F.M.シャーラーもまた，「アメリカ
とヨーロッパの産業組織文献を注意深く読むと，力点の対照性を感ぜざるをえ
ない。典型的なヨーロッパの産業分析者にとっては規模の利益についての印象
的な詠唱で一日が始まり，そして終わるのに対して，アメリカの経済学者が規
模の利益について激昂してくるということは滅多にない。……豊かな大国の・・・
2) Y. Brozen, Cone⑰ tration, Mergers and Public Policy, 1982, (以下文献1),p. 7. 
3) A. Jacquemin, European Industrial Oraganisation, 1977, p. 5, p. 179. なお，拙
稿「書評・ ヨーロッパの産業組織」（関西大学「経済論集」第29巻第2号， 1979年6
月）および「ヨーロッパにおける産業経済学の状況ーEARIEの印象ー」（産業学会
「産業学会研究年報」第1号， 1986年3月）をも参照。
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・・・経済学者のみが……規模の利益に冷淡でありうる」 と述べている°が，彼の
議論の 1つの中心がS-C-Pパラダイムの見直しにあったことは，諸論者の指
摘するところでもある丸
このような産業組織論の体系にかかわった議論の展開のなかで，集中論の根
本的とも言ってよい再検討が 1つの課題となったことも，上記のような産業組
織論における集中概念の位置からして論をまたない。以下，そのような集中論
の再検討の動向を，とりわけ産業組織論に対する批判を集中論とのかかわりで
行なってきたプローゼンの所説を中心に検討してみたい6)。
2. J. s. ベインの集中論の特徴
さて，プローゼンの集中論のエッセンスはつまるところ，「競争過程の帰結」
としての集中という見地の延長線上において，それが効率的な構造である限り
で特定の産業での集中状態が生じるとする視点をとるところにある。彼自身の
表現を借りれば， 「集中は， それが……効率的な構造である場合に発生し，か
4) F. M. Scherer, Industrial Market Structure and Economic Performance, 1970, 
p. 93. この一文がプローゼンの集中と合併の問題に関わる 2つの著書において対象
個所の若干のずれをともないつつ引用されていることは興味深い。 Y.Brazen, 文献
1, p. 5, および， Y.Brazen, Mergers in Perspective, 1982, (以下文献2),p.2. 
参照。
5)例えば，土井教之氏は， W.G.シェファードによるシャーラー評価を紹介しつつ，シ
ャーラーにおける「行動論的接近」との「二元論的接近」を指摘している。土井教之
「産業組織論分析における 2つの接近」（関西学院大学「経済学論究』第36巻第3号，
1982年1月）， 63ベージ。なお，シェファードも，「構造が成果を完全には決定しない」
としてベインや J.M.プレアの「極端な「構造主義』的見地」を排しつつも，基本的
に構造から成果への因果関係を認めている。但し，彼の場合，成果は企業成果として
捉えられ，それを決定する要因としては企業のシェア，産業集中，産業の障璧，企業
の内部効率，産業の外生的条件があげられる。 W.G. Shepherd, The Economics of 
Industrial Organization, 1980. p. 173. 
6)上記4)に記した2つの文献は，論争過程を経過したうえでの彼の集中論における集
約的な文献でもあり，これらをここでの主要な検討対象とする。
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つ持続する。……集中が効率的でない場合には， 産業は集中化しない」”とい
うことになる。 このような基本視点に立って， 彼は， 集中論に切り口を求め
て，産業組織論の諸論点の全体にわたる批判を行なっているが，産業組織論に
おける議論そのものがその修正ないし拡充を迫られる中で多面化し，また実証
にかかわる論点が多出してきたことの反映として，彼の集中論の展開において
取り扱われている論点は極めて多岐にわたっており，またそれぞれの論点が錯
綜している面があることも否めない。そういった事情のもとで， ここではま
ず，いわば産業組織論に依拠する集中論の原型ともいえる J.s. ベインの集中
論について改めてその特徴づけをしたうえで，これとの関連でプローゼンの集
中論の論点の整理を試みてみたい。
ベインの集中論の第 1の特徴はその静態的性格にある。彼にあっては市場構
造の規定要因としての集中はあくまでも市場集中であり，企業の成長ないしは
一般集中は二義的な意義しかもたない。そして，その基本的な文脈は，市場に
おける企業数の少数性(fewness)という条件のもとで生じうる寡占的価格設定
行動とその結果としての資源配分上の歪みを問うところにある。また，その場
合，彼は集中・利潤仮説に関する非連続説にもとづき，寡占の弊害をもたらし
うる市場集中の一定の「閾値」を提示する。ここでは，寡占市場での企業の行
動が集中水準に及ぼしうる逆の影響はあくまでも副次的なものでしかない。
ところでそのような集中水準を決定するものは何か。彼は市場集中の基本的
な決定要因を当該産業の市場規模と規模の経済性との関係に求めているが，そ
の場合の規模の経済性の捉え方にベインの集中論の第 2の特徴をみることがで
きよう。彼は規模の経済性の測定に際しては工学的(engineering)推定法を主張
している 8)が， このことでも示されるように， この規模の経済性は「金銭上
7) Y. Brozen, 文献1,pp. 56-57. 
8)この工学的推定法の限定性については，越後和典「競争と独占ー産業組織論批判＿」
ミネルヴァ書房， 1985年， 119ページ参照。なお， G.J.スティグラーは，この手法に
対置し，適者生存手法 (survivortechnique)を採用している。これは， 1産業内の
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の経済性」を排除した実質的な経済性に限定されている。効率的規模について
のこのような理解のうえに，彼は「かなり広い範囲の売手集中度が，通常は効
率と両立するであろう。 また， ……大部分の製造業で， 効率の要請に基づく
最小の水準よりも， かなり高位の集中が展開されてきた」9)ということを実証
し，それとの関連で独占化要因＝競争制限誘因をはじめとする「その他の諸要
因」を検討している。
第 3点は，寡占的相互依存関係にもとづく高位集中産業での支配的諸企業の
協調的行動の可能性にかかわる論点である。これをプローゼン等は集中・共謀
仮説と名づけているが，これによれば，売り手の数が少なくなるにつれて明示
もしくは黙示の協定の締結・維持が容易になるとともに，このような協定を結
ばない場合でも，売り手の少数性は独立的・対抗的行動に対する競争相手の報
復的反作用の可能性を大きくするのであって，そのために共同利潤極大化政策
を志向する傾向が強まるとする。
以上，ここではとりあえずベインの集中論を 3点に集約して特徴づけをして
みたが，これによれば，彼の集中論は要するに，限定的な意味付けをされた規
模の経済性に関する見解にもとづいた最小最適規模を越える集中水準の「かな
り広い範囲」での存在を前提とし，それが寡占的相互依存関係のもとで「寡占
の弊害」と資源配分の歪みをもたらしうるという議論と考ええよう 10)。
企業を規模により階層別に分け，もし産業全体の産出拭に占めるある階層の産出量の
割合が時間を通じて下降しておれば，その階層は非効率的であるとする。このような
推定法による効率的な規模というのは， 彼自身認めるように，「企業家が直面するあ
りとあらゆる問題…に対処しうる規模」であり，「企業の兄地からみた効率性」とい
いうる (G.J. Stigler, The Organization of Industry, p. 73, 神谷博造・余語将尊
訳『産業組織論』，束洋経済新報社， 1975年， 93ページ）。なお，この両手法の比較検
討は，越後和典編「規模の経済性」関西経済研究センター， 1969年， 16-25ページ参
照。
9) J. S. Bain, Industrial Organization, 2nd ed. 1968, p. 200. 宮沢健ー監訳「産業
組織論」上，丸善， 1970年， 209ページ。
10)これは， J.R. カーターの次の見方にほぽ対応するといってよい。「反トラストに対す
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以下，このような論理展開とのかかわりにおいて，ブローゼンの議論の検討
に移ろう。
3. 集中化のインセンティブ
(1) 行動と成果による構造の決定
ベイン流のS-C-Pパラダイムのもとでは，何らかの原因により生じた高位
集中の状態が寡占企業の市場内での協調的行動と超過利潤の発生とを呼び起こ
しうる関係が問題とされるのに対し，ブローゼンは，逆に行動と成果の変化が
構造の変化を呼び起こすことを強調し，競争が作用するなかで，その結果とし
て，「一定の時点に一連の事情のもとで或る産業に固有な均衡集中水準もしく
は効率的集中水準」11)が成立するという。そして， 彼は「行動の変化が構造の
変化を生み出す」プロセスについて， 「共謀の抑制が集中を上昇させる」とと
もに， 「競争の抑制が集中を低下させうる」という両側面での効果について幾
つかの例示を行ない12), 競争圧力がもしそれが効率的であるとすれば集中化を
る構造主義的アプローチは2つの基本的命題に依拠している。 1つは高位の売り手集
中が明示ないしは黙示の共謀を容易にするということであり， もう 1つは，集中産業
の指導的企業が規模の経済性によって指示される最小最適規模よりも大きくなる傾き
があるということである」 (J.R. Carter, "Collusion, Efficiency, and Antitrust", 
The Journal of Law and Economics, Vol. 21, No. 2, Oct. 1978, p. 435)。
11) Brozen, op. cit., p. 101. 
12) Brozen, op. cit., pp. 98-100. 彼はここで次のような諸例をあげている。 20世紀
初頭の火薬協会による産出商の抑制と価格維持が多くの非効率企業の参入をもたら
し， 1907年の司法省の訴訟時には業者数53を数えるが，その後の競争抑制の終結にと
もない，価格の低下と企業数の減少が始まり， 1912年のデュボン社の 3社への解体に
もかかわらず， 1921年の企業数は19となり， 1935年には上位4社の出荷シェアは8296
になる。また， 1956年のイギリスの制限的慣行法により価格協定が廃止された産業で
は， もともと明示の協定の存在しなかった産業よりも 5社集中度が上昇した (D.C. 
Elliott and J. D. Gribbin, "The Abolition of Cartels and Structural Change 
in the United Kingdom", in A. P. Jacquemin and H. W. de Jong (eds.), 
Welfare Aspects of Industrial Markets, 1977. における 1963年から 1968年につい
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促すにもかかわらず，競争の抑制が集中化を妨げうることを指摘する。
また，彼はこれと関連し， L.ワイスの推計13)によれば， 1929年から1958年
の間に合併により取得された能力の83ないし95彩は最適以下の規模であり，そ
のことからしても，「もしより効率的な企業が産出高の拡大をなしえなかった
り，あるいは拙く経営されている資産や非経済的な小規模操業を取得するため
に他企業と合併することが出来なかったとすれば，高費用企業の大部分が残存
しうるし，またより多くの企業がその成長につれて産業に参加するだろう」14)
と述べ，高位集中産業に対する規制や企業合併に対する規制が非効率企業の残
存を可能にし，均衡集中水準の実現を妨げるとの見方をする。
彼のこのような視点からすると，競争がとくに制度的要因にかかわる事情に
より抑制されない限り，効率性に照応した集中水準が導かれることになる。っ
まり，ここではそういった競争阻害要因が作用しない限り「成果が産業構造を
決定する」15)ことになり，その結果，構造的均衡が実現する。
(2) 慣性説の批判
彼はこのような観点から， 集中化の誘因についての諸説を批判する。 とり
わけ彼が批判の主要な対象としているのは， ひとたび達成された支配的地位
は，規模が諸優位性をもたらし，企業の支配的地位を防備するがゆえに，慣性
ての研究に依拠）。プローゼンのあげるさらにもうひとつの例は， 1953年のユナイテ
ッド・シュー・マシナリーの「経済的効果において…排他的であった慣行」の停止を
命じた判決を受けて，短期リース料を引き上げることにより，参入者が相い次ぎ，同
社の市場シェアが当初の85彩から1963年には48彩に低下したということであるが，こ
の場合，彼は判決において排他的慣行とみなされた行為をむしろ競争的なものであっ
たとし，競争の排除を命じることによりシェアの低下が起こったと考える。
13) L. Weiss, "An Evaluation of Mergers in Six Industries", The Review of 
Economics and Statistics, Vol. 47, No. 2, May 1965. 
14) Brozen, op. cit., p. 98. 
15) Brozen, op. cit., p. 92. プローゼンや H.デムゼッツは自らの積極的な論理展開に
おいては産業組織という表現を避け，産業構造という表現を用いている。
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(inertial)により持続するとする見解である16)。
このような見地から彼はとくに， 19世紀末から20世紀初頭の合併運動が現在
の「産業構造」を決定したという信念に疑念を表明し，これに反する数多くの
証拠の代表例として， 合同体を合同し 1901年に形成された USスティールを
取り上げ，同社の国内生産シェアが追加的取得にもかかわらず1901年の66%か
ら，今や2096にまで落ち込んでいることを指摘する17)。彼によれば， 3以上の
多数企業の同時的な水平的合同を特徴とするこの期の合併運動にもかかわら
ず，集中が効率を生み出し，合同が効率的に管理された産業では，その市場シ
16)プローゼンはそのような論者として， 0.E. ウィリアムソンをあげる。なお， ウィリ
アムソン自身は，「支配的企業の成立という結果は，（少なくとも時には，またおそら
くは通常），競争制限行為， 特許，ないしは技術に起因するよりも， 市場の自己規制
的な諸特性の衰弱に起因する」と主張し，「偶然事象」，「例外的な経営手腕」及び「怠
慢による失敗（現実のライバル企業と潜在的なライバル企業の側の愚かしさ）」とい
った要因をあげ，これの評価に関わって「先発者の優位性」の問題を提起する。そし
て， 「支配的企業をもつ成熟した産業における不確実性の程度は， (1)同じ産業が中間
の発展段階で経験した不確実性の程度， (2)同じ産業が成熟段階で，但し支配的企業が
ないとした場合に経験するはずの不確実性の程度，のいずれよりも小さいということ
が予想できる」とし，「一つの産業がいったん高度の発展段階に到達すれば，（産業の
中間の発展段階でいくつかの偶然事象が偶然に結びつくことを含め， どのような手段
によって獲得されたにせよ）ある企業が支配的な地位につけば，その地位は解消を妨
げるものとなる」という。 0. E. Williamson, Markets and Hierarchies, 1975, 
pp. 208-209 p. 218, 浅沼万里・岩崎晃訳「市場と企業組織』， 日本評論社， 1980年，
343-344, 355ページ。
17) Brozen, op. cit., p. 91. ここでは， この間に行なわれた 1914年のクレイトン法の
成立，およびアメリカ鉄鋼業をめぐる80年余の間の環境変化に関する考察はなされて
いない。なお，彼はその他にも19世紀末の多くの結合が，非進歩的（あるいはそれほ
ど進歩的でない）非効率的な大企業の運命を十分に示しているという。 1889年に生産
能力の8596を占めていたアメリカン・ストロボードは1919年に 3分の 1のシェアしか
もたず， 1898年の 6工場の合同で北部の新聞紙製造能力の 3分の 2を有したインタナ
ショナル・ペーパーの1911年のシェアは30彩であった。また，アメリカン・シュガー
・リファイニングのシェアは1892年の95彩から， 1907年に49%,1917年に28彩に低下
した等 (Ibid.,p. 57)。
268 
集中論の再検討（安喜） 477 
ェアは産業成長につれて減退したものの，合同は優越的であり続けたが，集中
が効率を生みださず，合同がうまく管理されなかった産業では合同は失敗し，
再組織されねばならなかった。そして，つまるところ，この期の合併の波は，
「大合同なしに経過した場合とほとんど変わらない構造的遺産を生み出した」
18)に過ぎない。
彼はさらにここで，合同による独占価格の設定についても言及し，そのよう
な若干の試みがみられるとしても， それらはその維持に成功しなかったとい
う。それによると，価格は，重要な合同の起こった26産業において1900年から
1913年に13%低下し， 1913年から1925年に49彩上昇したのに対し，合同のなか
った20産業では， 1900年から1913年に10彩上昇し，さらに1913年から1925年に
も96彩上昇した19)。ここでは，この期の合同運動は，それが単に市場支配力の
確保を意図するということであれば20), それを行使する試みにおいて必ずしも
成功しておらず，また一旦獲得された市場シェアそのものも失われたという事
実が示される。
そういったことの結果，集中産業はその産業を組織するうえでそれが効率的
な方法であるがゆえに集中化しており，非集中産業はそれがその組織化に効率
的な方法であるがゆえに非集中的である21)ということになる。あるいは，別の
表現によれば，合併は産業を集中化するかもしれないが，集中を産業の組織化
の経済的方法となす条件がないと，集中は持続しないのであって，もし指導的
企業のパフォーマンスが損なわれるなら，それは指導的企業であることを止め
るであろう。つまり，「産業構造」を決定するのは慣性でなく，成果である22)0 
18) Brozen, 文献2,pp. 14-16. 
19) Ibid., p. 16, p. 19. 
20)その意図については彼自身否定していないことは， 20世紀初頭の企業合同と関連した
後述（本稿283ページ）の記述でも知りうる。
21) Ibid., p. 17および Y.Brozen, 文献1,p. 10. 
22) Ibid., p. 92. 
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しかるに，プローゼンの研究ではこの関係は戦後を含むその後の時期におい
てもみられると考えているが， その証拠として彼は， 1947年から 1972年の間
に，当初4社7551る以上の集中状態にあった産業のほぼ4分の 3で集中が低下し
たこと， また同期間に製品と技術が十分安定的で定義の変化を生じなかった
165産業のうち約半数の74で10ボイント以上の集中の変化が生じたこと， さら
に， 1947年と1958年の短期間に集中産業の73%で上位4社が入れ替わったこと
に注目する23)。彼によれば， 「厳格な(tight)寡占」ともよばれる高位集中産業
をも含み集中度が大きく変動しており，また上位企業そのものが入れ替わって
いることは， 支配的地位の防備(entrenchment)またば慣性によるその持続とい
う見解に反している。
(3) 構造的均衡とその変化
ところで， 集中の長期傾向については， w.ナッターの先駆的な研究があ
る24)。これによると， 20世紀に入って以降， 1930年代までアメリカの平均集中
は幾分低下気味であったものの，全体としてほぼ安定的であった。また，プロー
ゼンは，シャーラーの1947年から1972年についての研究25)でも，製造業における
23) Ibid., pp. 92-96. なお，ブローゼンは一方で， 1947年に同一の定義をもった産業が
165しかなかったことをも指摘し， この事実は「アメリカの諸産業がいかに競争的で
ダイナミックであるか」を示すという (Ibid.,p. 97)。
24) G. W. Nutter, The Extent of Enterprise Monopoly in the Untied States: 1899 
ー1939,1951. なお，この研究はその後1939-1958年についての H.A.アインホー
ンの研究と接合された (G.W. Nutter & H. A. Einhorn, Enterprise Monpoly in 
the United States: 1899-1958, 1969. 拙稿「香評・アメリカ合衆国における企
業独占ー1899~1958」,『日本経済政策学会年報」第18号， 1970年参照）。
25)ただし，このようなプローゼンの言にもかかわらず，シャーラー自身の研究は必ずし
も平均集中の安定性を示しておらず，むしろ消費財と生産財の平均集中の変化の相違
の顕著さに注目している。それによると， 154産業の4社平均集中率はこの間，生産財
産業では1.7ポイント低下したのに対し，消費財産業では6.4ボイント，中間的消喪財
（個人的消費を用途とする割合が33彩から60彩の場合）産業では5.3ボイント上昇した。
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平均集中は微増であり，安定的であるという。プローゼンはこのような諸研究
にもとづき平均集中率の安定性を強調しつつ，この平均としての安定性のマス
クの裏で各産業内での企業間の広範な競争が行なわれているという。つまり，
各産業では，そのような競争をつうじて，前述のような集中率の各様の変化が
あったこと，またそれらの諸変化をパターン化すると，どちらかというと集中
産業が非集中化する傾向を持つのに対し，分散(diffused)産業はより集中化し，
ともに平均集中率に向かう傾向をもつことに着目する。 このような「産業構
造」の趨蟄は「集中率の求心傾向」26)と名付けられるが， このような傾向は，
高集中産業がその均衡水準以上である場合が多く，分散産業ではその逆である
ということに起因するとともに， 産業の急速な成長が非集中化効果をもたら
し，規制の増大と賃金率の上昇が非集中化効果を持つことの反映でもあると言
われる27)。しかるに高集中産業がもともと均衡集中水準を越えるものであった
との見方は，それ自体は均衡水準から離れた高集中水準の可能性を認めるとい
う意味をもっていることにも注目すぺきであるが，ここではこれが，プローゼ
ン式の議論にとって，均衡水準への是正のプロセスを説明するための前提とし
ての位置付けを得ているに過ぎないことを指摘するにとどめておこう。いずれ
にしても，彼においては，高集中産業での支配的企業の寡占的な行動が他企業
の産出高の増大，もしくは参入を呼び起こした結果として集中率の低下が起こ
るとすれば，それは，構造的均衡への移行のプロセスと考えられる。
集中化ないしは非集中化を引き起こす要因としては，先にあげたその他の諸
要因，つまり産業成長，賃金率の変化，および制度的要因の変化とともに，消
費者の嗜好や技術といった要因をもあげうる。これらの諸要因によって生じる
F. M. Scherer, "The Causes and Consequences of Rising Industrial Concen_-
tration: A Comment", The journal of Law & Economics, Vol. 22, No. 1, Apr. 
1979, pp. 141-142. 
26) Brozen, op. cit., p. 96. 
27) Ibid., p. 126, note 7. 
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集中率の変化は，構造的均衡への移行過程というよりもむしろ，環境変化に対
する「産業構造」の適応の過程で起こる「構造的均衡の変化」28)を表わしてい
るといった方がよい。かくして， 均衡集中水準の変化は， 環境の変化に適応
し，最低費用を実現しようとする市場参加者の努力の結果であり，集中産業の
非集中化傾向は基本的にはこの均衡集中水準を低下させる産業規模の急成長，
小規模操業に有利な方向での技術変化，規制の減少，労働・材料費に対する資
本費用の減少といった諸要因の作用によっていたことになる。このようにプロ
ーゼンは，企業の競争的行動が現実の集中水準を構造的均衡に向かわせると主
張するとともに，さらにそのような構造的均衡の変化の条件をも示している。
4. 集中の基本的決定要因としての効率性にかかわる論点
(1) ペインにおける効率と両立しない集中水準の可能性
行動と成果が競争過程のなかで構造を決定するというダイナミックな視点で
の集中問題の取り扱いは，以上にみたように，構造的均衡への不断の傾向とい
う見解に導く。競争過程での均衡集中水準の成立に関するこのような議論をプ
ローゼンは集中の決定要因を論じるなかで行なっているが， これは， 「均衡集
中水準」という表現が「効率的集中水準」あるいは「最適集中水準」と同義の
ものとして用いられていることからも分かるように，集中の決定要因としての
効率性の意義を評価するものである。
このような評価は一見，規模の経済性を市場集中の基本的な決定要因とする
ベインの評価と共通のものであるようにみえる。「競争過程の帰結としての集
中」というプローゼンや H.デムゼッツの集中論において繰り返し出てくる表
現にしても，それはもともと，プローゼンが認めているように，規模の経済性
による集中の決定にかかわるベインの説明にみられるものである。つまり，彼
の言にしたがえば， 「……たとえ売手が最初は多数で小規模であるとしても，
28) Ibid., pp. 100-101. 
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競争の結果として，多少とも自動的に，寡占的売手集中度が現われることもあ
ろう。もし大規模企業の経済性が重要であって，したがって最適規模に接近す
るためには企業は市場のかなりの部分を供給しなければならないとすれば，…
・・・寡占的市場構造か集中的市場構造が「自動的に』生み出されることになろ
う」29)という。しかし， 実はプローゼンが引用しているこの言葉には前置きが
あるのであって，高位の売り手集中度を持つ寡占企業は「非最適規模で活動し
ながらも存続することができ」，したがって「最適規模で活動するか， それと
も最適規模以上の，あるいは以下の規模で活動するかに関して，選択の範囲を
持つ」わけだが，この寡占状態が原子状の市場状態から生じるケースについて
の説明が上記の引用である。かくして，この市場状況においても「自動的であ
るのは，高位の売手集中度の出現だけである」ということが付言される。
この議論のもとでは「最適規模以上の，あるいは以下の規模」の可能性が示
唆されているが，これは結局「効率は，企業の有利さに影響を及ぼす要因のな
かの 1つにすぎないから」30)である。このような事情とともにまた，「大部分の
寡占的産業においては，かなり広範囲にまたがった異なる売手集中度が，それら
構成企業における規模上の効率と， 等しく両立しているであろう」31)という事
情のもとで，「効率追求以外の産業集中の決定要因」が無視しえないとされる。
この点についての彼の認識は次のようである。つまり， 「個々の産業で銀察さ
れる売手集中度は適度に効率的であるけれども，効率追求以外の多数の集中増
大的要因はかなり強く，そのため効率の要請による最低水準よりも集中が高ま
る傾向をしばしば生むほどであるように思われる。独占化動機，販売促進動機
および金融的動機の 3者の作用のゆえに，そして若干の産業の少数企業に有利
な特定の参入障壁のゆえに，産業はおそらく，効率にとって「必要以上に集中
29) Bain, op. cit., p. 182-183, 邦訳189-190ページ。ただし，一部改訳。
30) lb辺.,p. 184, 邦訳191ペー ジ。
31) Ibid., p. 188, 邦訳196ペー ジ。
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化される」傾向がある」32)0 
(2) 多面的な効率性
ベインはこのように最小最適規模を越える規模に対応する集中水準がかなり
広範囲に及ぶということを前提にして全体の議論を組み立てている。そして，
その場合，最適規模の測定に当たっては「工学的推定」法を用いると言ったよ
うに，効率的規模の基準が限定的な意味での規模の経済性にあったことは前に
述べたとおりである。では，これに対しプローゼンは効率概念をどのようなも
のとして捉えているのか。彼の議論では前述のように，寡占のもとでも企業の
競争的行動と参入の可能性が，効率と両立する集中水準に向かわせるのであっ
て，まずその点でベインとは異なり，寡占企業に関して最適規模で活動するか
否かの「選択の範囲」の存在は認めていない。これは寡占のもとでの「積極的
競争」というもう 1つの論点ともかかわっているが，これについてはひとまず
置き，ここでは効率の意味内容あるいはその源泉について検討してみよう。
プローゼンの場合まず何よりも指摘すべきことは，規模の経済性についてこ
れを金銭的なものを排除した実質的な経済性に限定したり，これをさらに「エ
学的」に測定するといった捉え方をしているわけではない， ということであ
る。彼の場合には， 規模の経済性は資本調達面での経済性や， 流通面の経済
性，広告における経済性をも含む包括的概念になっている。それとともにさら
に，集中水準を決定する要因としての効率のなかには，学習効果やリスクの軽
減， 経営能力といった要因まで包含されていることも無視しえない33)。集中
は，それが製品の生産と販売のために，また技術的可能性，需要の推移，およ
32) Ibid., p. 215, 邦訳224-225ペー ジ。
33)彼は，「集中は効率をもたらすか，あるいは優れた経営の結果である場合にのみ持続
する」 (Brozen,op. cit., p. 57) 等と，一応経営能力を区別しつつも，「経営上の効
率性」 (Ibid.,p. 340, Y. Brazen, 文献2,pp. 51-52), ないし，それと類似の表現
を各所で用いている。
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び規制面の必要条件の増大への適応のために効率的な構造である場合に発生
し，かつ持続する34)という場合，この「効率」は，これらの諸要因の総合とし
ての効率であり，それ自体極めて広い意味をもつといってよいであろう。
ここでは，以上のような効率の諸源泉のうち，とくに学習効果，資本調達面
での経済性，およびリスクの軽減の 3つの要因について一瞥しておこう。学習
効果は，右下がりの経験曲線を想定するものであるが，これによると，企業の
産出高当たりのコストは，企業がその製品の生産において蓄積してきた経験の
量と逆の関係にある。この学習効果にかかわって，プローゼンはとくに集中産
業と非集中産業での進歩曲線効果(progeresscurve effect)の差異を問題にする。
つまり，最大企業と第2位企業の収益性を比較すると，第 2位企業の成果が非
集中産業に比べ集中産業では非常に乏しく，また，上位4企業に比したセカン
ド・フォーの企業の生産性が，非集中産業でよりも集中産業でより乏しい。こ
ういったことは，彼によると，進歩曲線が非集中産業ではより平坦であるとい
う仮説，ならびに優れた経営をもつ企業が低コストとなり，指導的地位を目指
し競争し，その地位へと成長し，当該産業での集中増を生じるだろうという仮
説の両方と一致するものとされる35)が，その点は後述の集中・利潤仮説に関す
る論点ともかかわっている。
資本調達面での経済性としてはまず，大規模な債券発行でのドル当たり資本
調達費用の低さがあげられる。また，大企業の低リスク操業は投資家にとって
の低リスクをも意味し， 低コストでの資本の確保と低コスト生産を可能にす
る。このような大企業の資本調達費用の低さは，資本集約的な産業での集中を
説明するものと考えられる36)。
集中の決定要因としてのリスクの問題はこのように資本調達費用の問題とも
かかわっているが，プローゼンは一方でそれ自体を考察の対象とし，特定産業
34) Brozen, 文献 1,p. 56. 
35) Ibid., pp. 80-82. 
36) Ibid., p. 82, 107. 
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での高集中が当該産業でのプロジェクトの危険性の帰結として，このリスク費
用と企業の失敗の可能性を減じる手段であるかもしれないと論じる。そして，
代表的な例として石油掘削業を取り上げ，成功的油井（ウェット・ホール）での高
収益と成功率の低さに起因する複数油井の掘削への志向とが集中率を高めるこ
とを数字例で示すとともに，これと対比しつつ，自動車産業の歴史を振り返っ
ている。自動車産業でもウェット・ホールを掘り当てるチャンスは限られてお
り，失敗した努力のコストを考慮にいれると，成功的モデルの平均的生産費用
は総市場規模に対し非常に大きいこと，また危険分散のためのリスク戦略とし
ての複数モデル・複数ラインの展開においては，複数モデルのそれぞれが規模
の経済性を実現しうる販売量を有さねばならないことを指摘する37)。
プローゼンにおいては前述のように，「均衡集中水準」は「効率的集中水準」
あるいは「最適集中水準」と同義のものとされているが，この「効率」もしく
は「最適」を決定する要因はこのように多様であり，効率性という言葉のもつ
含意は多面的である38)。 このことから， 彼は効率の測定においては，「工学的
推定法」を含む最適規模の諸尺度の採用を避け，指導的企業の相対的生産性の
高さをその指標とする。
この相対的生産性と集中の関連性についてプローゼンは，ボックとファーカ
スの研究39)に依拠しつつ独自の実証を行なっているが，その結果は，労働者時
間当たりの付加価値は，集中産業だけでなく殆どすべての産業で， トップ4企
37) Ibid., pp. 119-124. 
38)念のために言うなら，ベインは周知のように，市場成果にかかわって，技術的効率と
して規模の経済性とともに余剰能力の有無を取り上げており，また，何よりも配分効
率を重要視している。そういう意味では彼の効率概念も多面的であるといえよう。も
っとも，ここでの問題はあくまでも，集中の基本的決定要因としての効率性であり，
そういったものとしては彼は，技術的効率のなかでもとくに規模の経済性に限定して
いることは前述のとおりである。
39) B. Bock and J. Farkas, Concentration and Productivity: Some Preliminary 
Findings, 1969. 
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業において，それに次ぐ 4企業よりも大きく，またトップ企業でのこの相対的
生産性の高さは 4社集中度が高くなるほど大になるということである。このよ
うな結果は，一方で，集中産業ではより生産的な指導的企業が当該産業で大き
な割合を占めるということによって生じるとともに，他方では，集中産業の指
導的企業が分散産業の指迎的企業よりも相対的により生産的であるという理由
によっている。かくして，彼は，集中産業がその指導的企業によって達成され
た相対的に大きい効率のゆえに集中しているとする40)。
ところで，このようなプローゼンの見解に対し， H. デムゼッツは，集中の
根拠としての情報コストの役割を強調する。彼は， 「かなりの程度の規模の経
済性は，レッセフェールの経済において諸市場が集中化されるための十分条件
であっても必要条件ではない」と述べる。そして，情報コストの存在を前提と
して，たとえそのような大規模な生産比率が限界費用の増大をもたらすほどで
あっても，諸企業が当該産業で相対的に大規模なままであるだろうという。ま
た，もしもいくつかの産業の競争条件が費用のかかる情報と限界生産費用の急
上昇の一般的欠落とを結びつけるものであるとすれば， そのばあいには， 「レ
ッセフェール的競争が非対称的(skewed)な産業構造に郡くだろうと期待すべき
あらゆる理由がある」ことになる。このようにデムゼッツは情報コストを集中
水準決定の重要な要因として位置付けている。しかるに，彼はこの情報につい
て，「情報は費用がかからないものではない。その結果， 予想されるあらゆる
競争者がすべての生産技術と利潤機会とを知りうるわけではない」といい，ど
ちらかというと利潤機会そのものの先見性に重点を置いている。彼はまた，
「新しい生産技術を発見するだけでなく，消費者の需要を予測する」ことにも
情報の機能を認めているい。そういった意味では，彼の情報コストという要因
には， プローゼンが列記する効率の諸源泉が集約して示されているとも言え
40) Ibid., pp. 72-75. 
41) H. Demsetz, Economic, Legal, and Political Dimensions of Competition, 1982, 
pp. 32-33. 
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よう。
(3) コングロマリットにおける効率と一般集中
以上にみた集中の決定要因としての効率の諸源泉をめぐる議論は，元来，市
場集中とのかかわりで提起されたものである。しかし，均衡集中水準の決定過
程をこのような観点から捉える議論は自ずから，コングロマリット的な形態で
の企業の吸収・合併をもふくむ企業成長過程を同一視点に立って論じることを
可能とする。そしてまた，このことは以上の市場集中にかかわる論点が一般集
中を説明するものとしても用いられることを意味する。
コングロマリットの経済性については，かつてJ.C.ナーヴァーが提示した
「結節点共通性(nodecommonality)」という概念42)がひとつの見方を指し示し
ていた。これによると，企業は「それぞれの構成資源と活動ー特定の投入，特
定の資源（経営的知識を含む），特定の生産工程，特定の流通パターンと流通施設
ーの一集合，つまりそれぞれがいくつかの生産的産出と能力をもつ諸要素の一
つのセット」とみなされ，当該合併の「結節点共通性」の度合いは，当該2企
業がもつ特定の活動の結節点を共通に使用できる度合いによって示される。か
くして，ここではコングロマリットは，この共通性の存在により余剰生産能力
の吸収が可能になるとともに，かつ結節点での規模の経済性の亨受が可能にな
る。
これに対しプローゼンはコングロマリットの経済性をどのように説明する
か。彼によれば，企業買収に際しかなりの額のプレミアムが支払われるという
事実は， 「被買収資産を以前に利用されたよりもより効率的に利用しうる」と
の期待を買収者がもっていたことを示唆している。彼は， 1954年， 1963年，
42) J. C. Narver, Conglomerate Mergers and Market Competition, 1967, pp. 3-6. 
江夏健一・古海志郎訳「コングロマリット合併と市場競争」， 東洋経済新報社， 1971 
年， 5-8ペー ジ。なお， nodecommonalityには通常，「中心点共通性」という訳語
が用いられるが，ここでは「結接点共通性」とした。
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1972年の 3時点をとり，コングロマリットの雇用者当たり付加価値と単一産業
会社のそれとを比較し，前者がより大きいのは，コングロマリットが単一産業
企業よりも効率的であるか，あるいは少なくともその労働をより生産的に利用
していることを示すという。また，この比較においてとくに1963年の格差が大
きいことから， 「1960年代のコングロマリット化の増大は経済を構造的均衡に
戻らせるものであった」とする43)0 
では，このようなコングロマリットの雇用者当たり生産性の大きさ，つまり
コングロマリット的効率の源泉をどこに求めるか。この問いに対する彼の答え
はつまるところ， 「コングロマリット合併から生じる効率の増大に対しては，
効率的な合併の数と同じだけ多くの異なった理由がありうる」44)ということで
あり，むしろその多様性が特徴的であると考えられる。
彼は，製品拡大的合併での流通施設の利用における経済性，不適任な経営者
の交代，雇用者と資本のより生産的な使用へのより急速な移動，資本調達能力
とそれによる資本集約的技術の利用可能性，内部資本市場の作用，さらには追
い銭を投じないことといった従来あげられてきた諸要因を列記する。そして，
そのうえでとくに，内部資本市場を利用する場合，研究開発にかかわる情報の
公開が迫られることがないということ，「多くのパイに手をつけている」場合，
予期せざる発明のより多くの部分を活用しうるがゆえに，基礎研究のより多く
の使用をなしうること，法律上・会計上のスタッフ機能を節約しうること，革
新の鍵となる全く非伝統的な見通しをもちうるスペッシャリストや経験豊富な
経営者を活用しうること，といった要因を強調している45)。ここでは，上記の
結節点での経済性といったものよりはむしろ，コングロマリット化による諸資
43) Y. Brozen, 文献2,pp. 26-28, 文献1.pp. 351-353. 彼は， この点で1960年代の
コングロマリット合併の波が1930年代と1940年代の水平的合併に類似していたといっ
てよいという。文献2,p. 30, 文献1,p. 353. 
44) Y. Brozen, 文献2,p. 34. 
45) Ibid., pp. 30-34. 文献1, pp. 354-356. 
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源の適切，かつ速やかな移動，つまり「雇用者と資本をそれほど生産的でない
使用から，より生産的な使用に移す」46)ことといった側面での効率に重点がお
かれている。
このようにして，プローゼンの見解では，コングロマリット化に関しても，
「資本，労働，原料，製品の諸市場がもしも競争的に機能するとすれば，それ
等は効率的なものには報酬を，そうでないものには損失を与えるであろう」と
いうことになる。そのことはまた，多くの合併が一方での企業の分割・譲渡を
ともなっていることの説明とされる47)。そして，この説明は，一般集中をも説
明するものと考えられるのであって，その視点から，彼は， トップ50のメンバ
ーは「それがその雇用する諸資源を他の会社がなしうるよりも生産的に使用す
る」がゆえにその位置にあると論じる48)。かくして，コングロマリット化を含
む合併運動は， 均衡状態の絶えざる移動にもかかわらず， 「資源配分における
長期的効率的均衡にわれわれを接近させる」ものである。あるいは，それは，
資源配分と，「相対的需要， 技術， および競争条件の諸変化に対する企業規模
と市場構造の適応」とを促すのであって， したがって， 「合併活動の波は，環
境の変化と強力な競争の表現であり，その帰結である」ということになる49)。
5. 集中・共謀仮説に対する批判
(1) 寡占的相互依存性のもとでの協調行動
集中の産業組織論上の含意は元来， 寡占のもとでの「認識された相互依存
性」が存在する場合，この「協定なしの相互依存行為」が協調的性格をもち，
結果的に共謀と類似の効果を生じうる50)ということ，そしてその帰結として，
46) Y. Ernzen, 文献2,p. 35, 文献1,p. 357. 
47) Y. Ernzen, 文献2,pp. 34-5, 文献1,pp. 356-357. 
48) Y. Ernzen, 文献2,p. 68, 文献1,p. 319. 
49) Y. Ernzen, 文献2,p. 35, p. 84, 文献1,p. 357. 
50) Bain, op. cit., pp. 306-309, pp. 314-315, 邦訳327-331,337-338ペー ジ。
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市場成果において超過利潤の形で表わされる資源配分上の歪みが導出されうる
との想定にあった。ここではまず，ブローゼンやデムゼッツが集中・共謀学説
(Concentration-Collusion Doctirne)と名付けたこの議論にかかわる第 1の論点，
つまり，寡占のもとでの協調的行動の可能性，ないしはその条件に関する論点
からみてみよう。
ブローゼンはこの点についてまず， このような寡占産業における共同独占
(shared Monopoly)の成立にとって決定的な 2つの仮定は，高集中と協調および
参入との関連性にあるとし，高集中産業でのより高い参入障壁という想定が事
実に反すること，また， 「共同を好まなくさせる環境」が他の場合より集中産
業で生じやすいことを指摘する 51)。彼によれば，寡占的売り手の「相互間の依
存関係の認識」52)という概念に依拠する E.H. チェンバリンの議論はそのモデ
ルにおいて現実性のない想定がなされているとされる。売り手の行動に対する
競争者の報復的行動という想定については，報復的行動がむしろ利潤を減じる
とすれば， それは掠奪的価格引き下げと同じく非合理的で非現実的だとされ
る。そして，もしチェンバリンの意味するところが競争者はそれが直面するい
かなる需要条件にも調整するということでしかないなら，その場合には報復よ
りも反作用が合理的であり，これは競争者が多数である場合となんら異ならな
い，という 53)0 
このようなチェンバリンに対する批判は，報復的行動を避けようとする寡占
企業の行動についての臆病(timid)な想定にもとづく屈折需要曲線等の寡占理
論にも向けられていると考えられるが，ブローゼンはさらにチェンバリンにお
いて費用と市場シェアの格差が無視され，また，参入の不在が想定されている
ことを指摘する。この場合，それらの要因の郡入は寡占のもとでの積極的競争
51) Y. Brazen, 文献1, p.131. 
52) E. H. Chamberlin, The Theory of Monc,po!istic Competition, 1st ed., 1933, pp. 
46-51, 宵山秀夫訳『独占的競争の理論」至誠堂， 1966年， 59-65ページ。
53) Y. Brazen, 文献1,p. 136. 
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・対抗性(rivalry)についての彼の見解を補強する役割を果たしているといえよ
う。すなわち，費用と市場シェアの不均等性は種々の売り手の利害の「非対称
性」をもたらすのであって，この「非対称性」は，一定の市場にある寡占企業
が同一の関心をもっていることを前提とした「寡占的相互依存性」についての
議論を掘り崩すものである。また，彼は参入とかかわって買い手の規模の効果
をも強調しているが，これによれば，買い手が「内製か外注か(makeor buy)」
を選択しうるのみならず，内製を選択した後にはしばしば「内製兼外販(make
and sell)」政策が続くことが注目される。そして， ここにみた諸要因はとりわ
け新技術の導入過程で強く作用すると考えられる。「革新者は高価格と小さな
市場シェアに満足せず， ビジネスのための競争をした」のであって， ここで
は技術的機会をめぐる「創造的破壊」といった種類の競争が作用するであろ
ぅ54)。
ところで，プローゼンは集中・共謀仮説を批判するにあたって，この仮説に
もとづく協調行動を黙示の共謀とみなし，明示の共謀の締結とその実行が困難
な場合にどうして黙示の共謀が成立しうるかとの問いを発し，その観点から明
示の共謀の成立の条件を検討する55)。この場合，彼はカルテルを崩壊させる契
機としてカルテル・メンバーのだまし合いと参入の 2要因をあげ，共謀の有効
性が疑わしいものであるとの見解を示す。これは，ベイン等が意識的に区別し
ている寡占的相互依存のもとでの協調行動とヤミ・カルテル等の黙示の共謀と
を同一視したうえでの議論56)であるとはいえ，集中・共謀仮説に対する間接的
批判とは言えよう。そして，そういった意味では彼が列挙している諸要因のう
54) Ibid., pp. 136-138. 
55)ここで取り上げられる共謀の成立条件には，企業数の他，需要の弾力性，産業利潤の
水準，製品の同一性，固定費用の大きさ，輸送費用，技術的変化の早さ，製品コスト
の相違，価格情報の利用可能性，買い手の数と規模がある。 Y.Brozen, 文献1,pp. 
150-158. 
56)ベインにおいては協定なしの意識的並行行為といった協調行動は黙契 (implicitbar-
gaining)と呼ばれる。 Bain,op. cit., pp. 314-315, 邦訳337-338ベー ジ。
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ちとくに企業数との関連が問題となるが，その点では，彼は，企業数の少数性
が共謀の実施法とグループ利潤の分配法についての合意を容易にし，欺購者を
見つけることを容易にするとしながらも， 実証結果からすると， 「企業数と共
謀の発生との間にはシステマティックな関係は何らない」との結論を得てい
る。
プローゼンはこのように集中・共謀仮説を批判しつつも，とりわけ19世紀末か
ら20世紀初頭の企業合同がしばしば独占行為を意図して創出されたことをも認
めている。この期の合併運動は，その多くのケースにおいて，各産業の生産能
カの50%以上をその手中に結合した「支配的」企業を生み出した。このような
合併の主要な動機が独占行為にあったことは，それらの結合の大多数が同一市
場で販売する多数企業の同時的（継続的でなく）合併であったことによっても明
らかであるとプローゼンはいう。しかしながら，彼はそのうえで，経営者が超
競争的価格を引き出すために支配的地位を利用しようとした場合には，その結
合体は長期間にわたって支配的であったり，活力のある状態を維持したりはし
なかったとし，支配的企業の市場シェアの壊れやすさを指摘する。かくして，
そのような結合体が持続するのは，独占行為と価格引き上げ活動を速やかにあ
きらめ，効率，製品の品質とデザイン，およびマーケッティングを改善するこ
とに注意を転じ，現実的および潜在的競争者に対抗し，もしくはそれらを凌駕
することに成功した場合だけである， ということになる。 ここでは，「利潤へ
の王道は市場を支配しようとすることにはなく，競争することにある」57)。
このような単一企業への極度に高い集中状態がそれ自体壊れやすいものであ
ることを指摘する一方，プローゼンは競争価格を生みだすにはいかに多くの企
業が必要か，との設問をし，それに対する答えとしてデムゼッツの単一企業独
占の場合の潜在的競争者との競争についての議論58)を紹介する。 これによる
57) Y. Brazen, 文献Lpp. 209-217. 
58) H. Demsetz, "Why Regulate Utilities?", The Journal of Law and Economics, 
Vol. 1, No. 1, Apr. 1968. 
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と，単一生産者の市場でさえ，もし将来の売り手が単一の売り手の顧客に対し事
業のための差し値をつける(bid)ことができるなら，価格は費用に向かって下が
ることになる。デムゼッツはこれを「差し値による競争(biddingcompetition)」
と呼ぶが，そのもとでは，最も良い条件を買い手に申し出るライバルはその顧
客を確保するであろう。プローゼンはこのような「差し値による競争」の事例
を数例あげ，そういった事例により，独占から「 1ないし 2の競争者」が現わ
れた場合への事態の変化はチェンバリンの分析とは矛盾していることを知りう
るという 59)。
以上のようにプローゼンは， 集中・共謀仮説が参入の問題をはじめとして
非現実的な想定に立っていることを指摘し，また，その理論的前提となる寡占
的相互依存性に依拠する協調行動についての一面性を批判する。とはいえ，少
なくともプローゼンのこの議論に即してみる限り，寡占のもとでの「対抗性」
ないし「積極的競争」がそもそも，寡占企業間の相互依存関係についての一定
の想定とかかわって提起されているのかどうか，この点については必ずしも明
示されているとはいいえない60)。彼は集中・共謀仮説の一面的理解に対する批
判にとどまらず， さらにその「全面的放棄」61)をも求めているが， そうであれ
ばそれだけ，寡占のもとでの競争の性格について明確な議論が求められるとい
ってよいかもしれない。
59) Y. Brazen, 文献 1,pp. 139-140. 
60)彼は，罪占的相互依存性そのものの評価については，「日々の決意形成において寡占的
相互依存関係は小さな役割しか演じない……。もちろん，ほんとうに大ぎな広告戦を
開始するためや，完全に新しい分野の生産物を導入するための計画は，通常，できそ
うな競争的反応についての論議を幾分伴うものである。しかし，かなり決定的な決意
においてさえしばしば，また平常の政策立案においてはほとんどつねに，競争的反作
用にたいしては非常におおまかな注意しか払われていないのである」 (W.J. Baumol, 
Business Behavior, Value and Growth, rev. ed., 1967, p. 29, 伊達邦春，小野俊夫
訳「企業行動と経済成長」ダイヤモンド社，初版訳， 1962年， 35ページ）というw.
ボーモルの首を引用するにとどまっている (Y.Brozen, 文献1,p. 137)。
61) Ibid., p. 143. 
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(2) 集中・利潤仮説
集中・共謀仮説に対する批判の第2の論点は，資源配分上の歪みが集中産業
と非集中産業の間の利潤格差に反映されると考えてよいのかどうかということ
にある。周知のようにベインは超過利潤もしくは純損失のいずれについても，
それが持続的，長期的，慢性的に存在するとすれば，それは非効率な配分成果
を反映するとともに， 所得分配に対して潜在的な影密をも及ぽしうると考え
る。そして，このような各産業の長期平均利潤に反映される傾きのある唯一の
超過利潤は独占的価格・産出高政策による独占的超過利潤である，とする62)。
また，ベインは，集中・利潤仮説に関する多数の実証研究の先駆者でもあり，
42製造業について 8社集中度と対持ち分年平均産業利潤率との関連性を1936-
1940年について行なった。しかるに，その結果は，連続的な関連性については
直線を当てはめる方法でも，曲線を当てはめる方法でも強い相関はないが，集
中度70形水準を境目として集中と利潤率の間に強い非連続的な関係がある63)と
いうことであった。この集中・利潤仮説についての非連続説は，寡占の弊害を
誘発する集中水準に何らかの「閾値」があると考えるニール・レポート等のそ
の後の構造主義的見地の立脚点となった。
ブローゼンはこのベインの実証についてまず，彼が少数の産業の一時的な不
均衡の現象を全産業における永続的な関連性と取り違えたと批判し，ベインの
研究と同一の期間について98産業をサンプルとした場合ネグリジブルだが逆に
非集中産業の利潤率が高くなり，また，ベインと同一の産業をサンプルとして
もこれを戦後の1953-57年についてみると集中度70形水準の上下での利潤率格
62) Bain, op. cit., pp. 401, 邦訳434ペー ジ。
63) Ibid., p. 446, 邦訳484ページ，および J.S. Bain, "Relation of Profit Rate to 
Industry Concentration; American Manufacturing, 1936-1940", Quarterly 
Journal of Economics, Vol. 65, No. 3, Aug. 1951, pp. 312-314. 集中・利潤仮説
に関する連続説と非連続説については，拙稿「アメリカ合衆国における利潤率の実証
的研究」（関西大学「経済論集」第19巻第6号， 1970年2月） 80-82ページ参照。
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差がネグリジプルになるなど，サンプルと期間のとり方，また集中度以外の説
明変数の郡入の仕方により諸種の結果がでてくることを指摘する64)。それとと
もに，ここでの彼の問題意識が必ずしも，かかる利潤と集中の相関分析の結果
の如何にはないことも注目しておくぺきであろう。彼によれば，この相関がた
とえ維持されたとしても，集中産業の指導的企業が他企業に比べて革新的活動
を保持し続ける限りは，均衡に達することはないだろうということであり，高
集中産業での高利潤率は， もしそれが持続的なものとして検出されたとして
も，それはあくまでも不均衡（もしくは不均衡の持続）の結果であると考えられる
のである65)。
この視点にたって，プローゼンは次に，集中・利潤の相関が認められるとす
れば，それは集中・共謀仮説によって説明されるのか，あるいはそれが集中産
業の指導的企業の効率性によって説明されるのか，という設問に対する回答を
産業間，および産業内の諸企業の利潤格差の実証でもって行なう。彼はここで
は，この手法での集中• 利潤仮説の検証法を提起したデムゼッツの研究をはじ
め， J.カー ター ， J.クォーカの研究を利用し， 次のような説明を行なってい
64) Y. Brazen, 文献1,pp.193-197.ベイン流の集中・利潤仮説に対するこのような形態
の批判はかつてのプローゼン自身の研究(Y.Brazen, "The Antitrust Task Force 
Deconcentration Recommendation", The Journal of Law and Economics, Vol. 
13, No. 2, Oct. 1970, および Y.Brazen, "Bain's Concentration and Rates of 
Return Revisited", The Journal of Law and Economics, Vol. 14, No. 2, Oct. 
1971)に依拠しているが， M.ワクーソンはこれを集中• 利潤仮説に対する初期の批判
の代表例であるとする (M.Waterson, "Concentration, Profitability and Effici-
ency: Recent U. K. Evidence", in Conference Papers of the 8th EARIE 
Conference, 1981, Vol. 2, p. 133). 
65)越後和典教授は，「現実の市場は絶えざる企業家的調整過程にあり，いかなる場合に
も長期均衡の状態にあるとはいえない。…長期均衡状態においてのみ発生する事態に
関する理論的命題を実証的に検定するなどは，そもそも不可能といわざるをえない」
（越後和典，前掲「競争と独占』， 99-100ページ）と言われる。
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る66)0 
もし高集中産業のより大きい収益性が共謀，もしくは部分的独占者として振
舞う企業の支配的地位の帰結であるとすれば，その場合には，集中は，産業の
収益性とともに，小・中規模企業の収益性とも相関関係にあるはずである。そ
れだけでなく，最大企業の設定する価格の傘のもとで操業する小企業が，大企
業にとって生じうる過剰能力のコストを負担しなくてよいとすれば，この相関
関係は大企業にとってよりも，小企業にとってより強くなることさえ期待でき
よう。しかし，諸研究はこの想定に反した結果を迎き出しており，そのことか
らして，高集中産業の指迎的企業の収益性は，優れたパフォーマンスを伴わな
い共謀の結果であるとは考えられないとブローゼンはいう 67)。
ブローゼンがとりあげているこういった実証研究のなかでも上記 3名の研究
は代表的なものであるが，それらはとくに企業規模の格差に関する指標のとり
方において異なった手法を用いている。まず，デムゼッツは諸企業を資産規模
により 4つの階層に分け， 1963年のデータにより，とりわけ産業内の最大企業
群と最小企業群を比べた場合に， 集中と収益率の相違（諸規模群間の）との間に
66) H. Demsetz, "Industry Structure, Market Rivalry, and Public Policy", The 
Journal of Law and Economics, Vol. 16, No. 1, Apr. 1973., J. C. Carter, "Co-
llusion, Efficiecy, and Antitrust", The Journal of Law and Economics, Vol. 
21, No. 2, Oct. 1978, J. E. Kwoka, Jr., Market Shares, Concentration, and 
Competition in Manufacturing Industries, 1978. など。
67) Y. Brozen, 文献 1, pp. 201-207. なお，ベインもまた，彼の集中・利潤仮説の検証
に派生し，集中と利潤率の関連性が，小企業間でよリも大企業間での方がより明らか
であることを検出していることも指摘しておくべきだろう。 ただし， ベインの場合
は，このように小企業の利潤率が産業集中とさほどの相関を示さないことを説明し
て，大企業が小企業に対し製品差別化，絶対費用上の有利性，およびより効率的な規
模からもたらされる産業内の仮位性を指摘している。 Bain, op. cit., pp. 319-320, 
および J.S. Bain, Industrial Organization, p. 447, 邦訳， 485ページ。なお，拙稿，
前掲論文， 88ページにおいてもこの点に触れた。
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有意な正の関連性が見出せることを検出した68)。これに対し，カーターは，各
産業の指導的4企業とそれに次ぐ 4企業を対象とし， 1963年，1967年，1972年の
デークにより類似の研究を行ない，指導的諸企業にとっての価格・費用マージ
ンと集中との間の正の関連性を見出したが，セカンド・フォーの企業について
はなんらの関連性も見出せない(1963年と1967年）か，あるいは負の関連性があっ
た(1972年）とする。また， クォーカの場合には， 個別企業の生産シェアに関す
るデータを使った分析により，パフォーマンスの重要な説明変数となるのは一
般的に最大2もしくは 3企業だけであるとの結論を得ている。
ところで，こういった諸研究を紹介しつつ，プローゼンはカーターの研究に
ついては，大企業がより小さい企業よりも効率的であり，また集中産業のより
大きなファクターであるがゆえに，集中と収益性との間の正の関連性が生じる
とのデムゼッツの仮説の一層のテストを用意したとの評価をしている。 しか
し，カーターにおいては，一方で指導的企業の価格・費用マージンに対する集
中係数が正で統計的に有意であることから，共謀仮説が支持されうることをも
認めながら，指導的諸企業にとっての相関がとくに強くあらわれるという理由
により，集中が優れた効率性を反映しないとの構造主義的見地は支持されない
との結論を得ている69)ことが注目されてよい。彼はここでは，デムゼッツの実
証結果が指導的企業の共謀仮説との両立の可能性をももつことに着目している
のであるが，それだけに，カーターのその後の研究が，超過利潤の殆どについ
てこれを共謀のせいにすることはできないとする結論を得ていること，また構
造主義的見地の代表的論客であったプレアが D.L.カザーマンとの共著にお
いて，このカーターの結論を深刻に受け取めていることは興味のあるところで
68)デムゼッツはまた， 1963年と1967年のデータをも用い，集中の急上昇を経験した産業
において収益率の不均等性が大きくなることを指摘し，集中の急速な変化が参入障壁
の高さの変化によってではなく， 費用条件の変化によってもたらされるという。
Demsetz, op. cit., pp. 8-9. 
69) Carter, op. cit., p. 441. 
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ある70)。
なお，クォーカは，プローゼンも指摘するように上記の研究を指導的企業に
よる産出高支配の帰結と考えており，支配的企業・共謀仮説ともいえるものを
想定していることも無視しえないが，これについては，プローゼンはクォーカ
の結論が彼のデータに適合するものでないとのコメントを与えている。また，
さらに以上の集中・利潤仮説についての新しい視点からの実証研究はおおむね
アメリカに関するものであり，必ずしも国際比較を経た一般的な議論として承
認されるには至っていないことも付言すべきであろう。例えば，イギリスにつ
いての前述のワターソンの研究は， 1971年と1977年について， 5社集中度が平
均水準より高い産業が非集中産業よりもわずかに収益的でありうるものの，集
中産業内では大企業が小企業よりもとくに収益的ではないとの結論を得てい
る。この実証結果の 2つの側面は，これまでこの両側面を別々に捉えてきたイ
ギリスに関する諸研究に対応している71)だけに，デムゼッツ式の説明の実証的
な有効性に一定の留保を迫るものともいえよう。
(3) コングロマリット的支配力
プローゼンはまた，集中が市場支配力に対してもつ含意にかかわり，コング
ロマリット的支配力に関する議論をも検討している。コングロマリット合併の
評価をめぐる反トラスト政策上の議論としては当初，市場拡張的合併にともな
う当事者企業の潜在的競争の排除が問題とされたが，多角化合併の範囲が広が
70) R. D. Blair and D. L. Kaserman, Antitrust Economics, 1985, p. 253. および J.
C. Carter, "Antitrust, Competition, and the Demise of the Concentration 
Doctrine", University of Toledo Law Review, Vol. 12, Winter 1981, p. 259, p. 
264. 
71) Waterson, op. cit., pp. 144-145. なお，独自のモデルをも導入したイギリスについ
ての一層の実証は， R.Clarke, S. Davies and M. Waterson, "The Profitability-
Coucentration Relation: Market Power or Efficiency?," The Journal of In-
dustrial Economics, Vol. 32, June 1984. 
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るにつれ，さらに，多角化企業の互恵取り引きの可能性をめぐる議論，あるい
は，多角化企業における諸部門間の交差的助成にもとづく既存企業の駆逐，も
しくは参入企業の排除といったいわゆるディーフ゜・ポケットの理論が提起され
た。とくに交差的助成については，寡占的相互依存性との関連で，多角化企業
がライバル企業の行動に対し互いにディープ・ポケットを利用し強硬措置をと
りうるため，複数の産業で寡占企業が対峙している場合には 1産業での攻撃的
行動が他産業での報復を招きうるということが注目され， C. エドワーズの共
存政策やブレアの相互忍耐という概念が示された72)。
ブローゼンはまず交差的助成にかかわる議論について，それが掠奪的行動と
相互忍耐の両面性をもつことを指摘し，ある瞬間の無慈悲な競争的本能が次の
瞬間の共謀的寄生的衝動にとって変わるというジキルとハイドのカリカチュア
に導きうるという。彼は既にみた寡占的相互依存性にかかわる議論のなかでも
掠奪的行動とそれに対する報復的行動についての想定をしりぞけているが，こ
こでもまず，掠奪的価格設定をつうじてある産業を乗っ取ろうとする計画は極
度に高価なものであることを指摘したうえで， 1960年代のコングロマリット合
併によってもコングロマリット企業はそれが操業している殆どの産業でわずか
な市場シェアしか占めえなかったとして，掠奪的行動についての想定を否定す
る。このようなコングロマリット企業の市場的地位の変化は，彼によれば，後
述のようにコングロマリット合併の多くがパフォーマンスの乏しい企業を対象
としており，取得企業がそのような部門への「追い銭」を避けたからだとされ
る。そして，このコングロマリット企業の市場シェアの実態は相互忍耐の可能
性をも否定するものとされる73)0 
では互恵取り引きについてはどうか。プローゼンは，掠奪的行動の議論は現
72) C. D. Edwards, "Conglomerate Bigness as a Source of Power", NBER, 
Business Concentration and Price Policy, 1955, p. 335. および， J.M. Blair, 
Economic Concentration, 1972, pp. 48-50. 
73) Y. Brozen, 文献2, pp. 36-40, pp. 42-43, 文献 1, pp. 330-333, pp. 334-335. 
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存の反合併法制のもっとも揺らぎやすい柱の 1つであるとしているが，互恵取
り引きについてはさらにこれよりも弱い柱であるという。彼によれば，互恵取
り引きはむしろ販売上の工夫であり，寛大な信用条件や，即時的な納品，輸送
費の支払い等と同様，競争的効果をもつと考える。また，秘密の差別的な価格
切り下げは共謀をくつがえす効果をもち，公表価格が固定されている場合の競
争方法を提供するものでもある。互恵取り引きが価格譲歩を許容する仕方であ
るとすれば，それはむしろ歓迎さるべきものとされる。しかも，複数産業企業
の近代的管理方法はコングロマリットによる互恵取り引きの利用を妨げている
というのがプローゼンの見方である74)0 
このような論旨からして，プローゼンにとってはコングロマリット的支配に
かかわる問題としては，潜在的競争の排除だけが残されることになる。彼によ
ると，この議論の眼目は，企業取得による多角化を禁止すれば，取得を望む企
業が内部拡大によって新たに同一産業に参入するかどうかという点にある。こ
れに対し，プローゼンは，コングロマリット取得の主要な動機が通常，特定の
産業に参入しようとする願望にあるのではなく，拙く経営されている資産を取
得する機会を得ることにある，と考える。この場合，被取得企業のかっての経
営の非効率性は，生産，マーケッティング，あるいは雇用関係における管理の
拙さにあるわけでは必ずしもなく， それが単に， 「追い銭を投じる」のを止め
ることを十分に知らないということによっていたのかもしれない。もしも，ぁ
る企業の産業が成熟し，あるいは衰退しはじめているとすれば，そのような産
業に投資し続けるのは諸資源を浪費したことになる。このような視点からすれ
ば，コングロマリット合併は潜在的参入を排除するのではなく，効率の改善が長
期限界費用を低下させ，さもない場合より大きい産出高に導くことになろう 75)。
74) Y. Brozen, 文献2, pp. 40-41, 文献1, pp. 333-334. 
75) Y. Brozen, 文献2,pp. 46-57, 文献1, pp. 335-346. もっとも，彼も，特定産業へ
の参入の意図をもった企業取得の可能性を否定しない。しかし，その場合でも彼は，
その所有権を保持した場合に売り手にとって期待しうる収益の現在価値より高い価格
を取得企業が申し出るのは，それが現状よりも効率的・収益的に取得資産を管理しう
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6. 集中論の行方
ベイン流の産業組織論の立場に立つ集中論は，規模の経済性によるその決定
を基本としつつも， あくまでもそれによる一義的決定を前提とするのではな
く，寡占企業にとっての「選択の範囲」を認めていた。そして，そのもとで，
独占化要因を含む諸種の事情により生じた集中状態が市場行動と市場成果を規
定するものとした。これに対し，プローゼンは，企業の競争的行動が効率的な
企業規模と均衡集中水準に導くとする。また彼はこれと関連し，寡占のもとで
の協調行動についての集中・共謀仮説が依拠する想定の非現実性をも指摘す
る。このような視点は，構造主義的観点の一面性，静態性を克服しようとする
ものであり，その意味で集中論の再検討を迫るものであったといいえよう。こ
のような彼を含む行動主義論者の勢力的な活動がこの数年，政策面での影響力
をも強めてきたことは，周知のように，合併ガイド・ラインの修正をはじめと
する反トラスト政策の緩和への相い次ぐ動きにもみてとることができよう。
しかるに，彼の議論においては，現実の集中水準を均衡集中水準に向かわせ
る企業の競争的な行動は，技術的効率の追求にとどまらず，内部組織をつうじて
の資源配分を含み，資源のより効率的な配分をも実現させるものとして評価さ
れている。このような議論は，その高低の如何を問わず現実の集中水準につい
て，いわばあるものはすべて合理的という判断に導くものといいうるかもしれ
ない。ベインにおいては，規模の経済性の含意を限定することにより， 「寡占
の弊害」を導出する集中水準が効率的生産規模の追求ということでは必ずしも
ると信じている場合である。ここでは，経営の効率性は，看過もしくは無視されてい
る機会を追求する可能性として捉えられうる。また， 安いコストでの参入 (cheap
entry)という動機が働く場合でも， より高価な参入はその産業が参入に値しないと
いうことを意味しうるのであって，企業取得の禁止は参入を妨げうるという （文献
2, pp. 51-52, 文献1, pp. 340-341)。 また， 大企業に売却される企業の資産の市
場性が保持されることは，小企業の参入を助けるという点でも評価されている（文献
2, p. 53, 文献1,p. 342)。
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説明されないとし，そのことにより高集中状態そのものの排除を主張する議論
に論拠を与えたとすれば， プローゼンの場合は，「寡占の弊害」の存在を否定
する一方で，集中水準を効率性により説明する視点を貫いている。そういった
意味では，両者は逆の角度から競争と独占の二律背反の関係を示したともいえ
よう。
もっとも，プローゼンにおいては，集中が企業行動により決定される側面が
強調されているにもかかわらず，寡占のもとでの企業間の対抗性の含意が必ず
しも明確でないまま，寡占企業の掠奪的行動および報復的行動の可能性そのも
のが否定されているように思われる。また，そのことともかかわって，彼にお
いては，企業の戦略的な行動が支配的企業の優越的地位の形成およびその維持
に関してもつ含意については触れられていないことも指摘しておくべきであろ
う。企業戦略論の成果を改めて産業組織論的分析に取り込もうとする最近の議
論76)は，集中論のもうひとつの方向を示唆するものといってよいが，本稿では
取り扱いえなかったこの方向での議論の検討は次の課題とする他ない。
76)企業の戦略的行動と支配的企業の地位の持続性，およびそれの反トラスト上の含意に
関する諸研究のサーベイとしてはとりあえず， P.A. Geroski and A. Jacquemin, 
"Dominant Firms and Their Alleged Decline", International Journal of 
Industrial Organization, Vol. 2, No. 1, March 1984. および，西田稔「産業組織
論の新しい動向と産業研究」（産業学会「産業学会研究年報」第1号， 1986年3月）
を参照。
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